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人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表

平 成 1 9年 度 に お け る 本 市 の 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 に つ い て 、 秋 田 市 人

事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 （ 平 成 1 7年 秋 田 市 条 例 第 ９ 号 ）

第 ６ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の と お り 公 表 す る 。

平 成 2 0年 ８ 月 2 1日

秋 田 市 長 佐 竹 敬 久

１　職員の任免および職員数に関する状況

　職員数については、平成17年３月に総務省が示した新地方行革指針に基づき、それまでの定員削
減の実績を上回る第三次秋田市定員適正化計画を策定し、集中改革プラン期間中（平成17年度～
21年度）の５年間で、平成17年４月１日現在の職員数から241人(6.8%)削減することとしておりま
す。

(1)　平成19年度実施職員採用試験による採用者数 (単位：人)
区　　分 行政 土木 建築 化学 歯科衛生士 消防 計
大学卒業程度 7 1 2 1 - 4 15
短大卒業程度 - - - - 1 - 1
高校卒業程度 2 - - - - 1 3
計 9 1 2 1 1 5 19

(単位：人)
区　　分 看護師 細胞検査士 臨床検査技師 計

医療技術 17 1 1 19

(2)　平成19年度職種別事由別退職者数 (単位：人)

普通退職分限免職懲戒免職 失職 死亡退職
一般行政職 34 2 19 3 58
医療職 6 7 13
消防職 5 1 1 7
企業職 6 6
技能労務職 33 1 2 1 2 39
教育職 2 1 7 10
計 86 4 36 2 0 0 5 133

・医療職　…　市立秋田総合病院に勤務する医師、薬剤師、看護師等をいう。
・消防職　…　秋田市消防の職員をいう。
・企業職　…　地方公営企業(秋田市上下水道局)の職員をいう。
・技能労務職　…　公用車運転、ごみ収集作業、庁務、給食調理等の業務に従事する職員をいう。
　　　　　　　　　　(企業職を除く。)
・教育職　…　秋田市立小・中学校、高等学校、公立美術工芸短期大学の教育職員をいう。
　　　　　　　　　　(県費負担教職員を除く。)

職種 計勧奨退職定年退職
その他
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２　職員の給与の状況

　平成18年４月１日より、秋田市は国家公務員に準拠した給料表に移行し給与水準を引き下げ、枠
外昇給制度の廃止、昇給期の統一などを実施しました。今後も、国の制度改正や社会情勢の動向を
見据えながら、給与制度の一層の適正化に努めてまいります。

(1)　人件費の状況（平成19年度普通会計決算）

(2)　職員給与費の状況（平成20年度普通会計当初予算）

実質収支 1,545,165

　職員給与費には、給料および扶養、通勤、住居等の諸手当を含み、退職手当は含まれていませ
ん。

(単位：千円)

平成18年度の人件費率
住民基本台帳人口(平成20年3月31日現在) 326,309人

21.0%

年間１人当たりの給与費(B/A) 6,731

2,638人

人件費(B)
人件費率(B/A)

24,006,913
21.6%

職員数(A)

　人件費には、一般職と特別職の職員の給与、報酬のほか、共済組合負担金、退職手当、退職年
金、公務災害補償費等を含みます。

(単位：千円)
歳出額(A) 110,972,802

給
与
費

給料 11,124,390
職員手当 2,100,388
期末・勤勉手当 4,532,252

17,757,030計(B)

(3)　職員数 (単位：人)

定数内 定数外 定数内 定数外
職　員 職　員 職　員 職　員

一般 1,833 1,687 17 1,704 1,833 1,750 12 1,762
秋田公立美術

市長事務部局 工芸短期大学

市立秋田
総合病院

公平委員会 3 3
市議会 21 21 21 21 21 21
選挙管理委員会 9 8 8 9 9 9
監査委員 10 9 9 10 9 9
農業委員会 19 14 14 19 14 14
教育委員会 546 469 1 470 546 492 3 495
上下水道局 276 260 1 261 276 267 267
消　　防 400 397 3 400 400 399 4 403
計 3,640 3,378 23 3,401 3,640 3,463 20 3,483

※　公営企業管理者は職員数から除く。
※　教育長・消防長は職員数に含む。

(4)　第三次秋田市定員適正化計画(平成18年３月策定)

　　　→第三次秋田市定員適正化計画へのリンク

467

条例定数

50

473 466 1

4747

条例定数

平成19年4月1日現在平成20年4月1日現在

合計数合計数

473 454 4551

50 48 48
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(3)　職員の給料の状況(一般行政職・平成20年4月1日現在)

４３歳６月

１５年以上２０年未満

294,300
352,100

208,200
250,800

148,500
140,100

250,100
293,100
345,800

(単位：円)
初
任
給
、
経
験
年
数

別
・
学
歴
別
平
均
給
料

月
額 大

学
卒

初任給 172,200
採用２年経過後の給料額 184,200
経
験
年
数

１５年以上２０年未満
平均給料月額
平均年齢

５年以上１０年未満
１０年以上１５年未満

高
校
卒

初任給
採用２年経過後の給料額
経
験
年
数

５年以上１０年未満
１０年以上１５年未満

(4)　職員手当の状況

東京23区在勤者

時間外勤務手当
平成19年度 601,568

１人当たりの平均支給年額
平成18年度 156
平成19年度

清掃手当・税務手当・高所作業手当
有害物取扱手当･緊急医療等従事手当

(単位：千円)

支給総額
平成18年度 416,588

16歳から22歳までの加算 5,000
借家(限度額)

扶養手当

住居手当
27,500

持家 4,000

(単位：円)
配偶者 13,000

配偶者以外の扶養親族 6,500
配偶者のない職員の扶養親族のうち１人目 11,000

38,100

地域手当
医師 給料・扶養手当等の合計額の15％（H21年度まで13％）

通勤手当

給料・扶養手当等の合計額の18％（H21年度まで16％）
交通用具利用者(限度額)
交通機関利用者(限度額) 55,000

特殊勤務手当
(平成19年度)

235

職員全体に占める手当支給職員の割合 28.1%
１人当たりの平均支給年額 34千円
手当の種類 22種類

代表的な手当の名称
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(5)　級別職員数の状況(一般行政職・平成20年4月1日現在)

１級 ２級 ５級 ６級 ７級 ８級 合計
主事
技師
主事
技師
主事
技師
主査
主事
技師
主査
主席主査
（係長）
課長
補佐
課長 次長 部長

41 100 244 132 7 181 203 176 137 53 31 1,305
3.1 7.7 18.7 10.1 0.5 13.9 15.6 13.5 10.5 4.1 2.4 100
3.3 12.8 18.0 7.3 1.4 12.6 16.0 12.7 9.7 3.8 2.4 100

(6)　特別職の報酬等の状況(平成20年4月1日現在)

市長 円
副市長 円
議長 円
副議長 円
議員 円
市長 （算定方法）
副市長
議長 （支給割合）
副議長 ６月期 1.55月分
議員 12月期 1.70月分
合計 3.25月分

給
料

報
酬

期
末
手
当

給料月額等×120/100×支給割合

899,000
704,000
655,000
625,000

1,173,000

区分(級) ３級 ４級

区　　　分 給料月額等

標準的な職務内容

構成比
１年前の構成比

職員数

20
年
25
年
35
年

調
整
額

支給額
勤続年数

※特に記載しているものを除き、内容は平成20年４月１日現在

最

高

限

度

職員の在職の区分に応じて定める額の60月分の調整月額を合計した額（月額０円～
45,850円）

１人当たり平均支給額(平成19年度)
20,969千円
30年4月

59.28自己都合
勧奨・定年 59.28

(単位：月分)

退職手当

基
本
額

支
給
率

自己都合
勧奨・定年
自己都合 33.5
勧奨・定年 41.34

12月期支給率(期末手当)
12月期支給率(勤勉手当) 0.725

職制上の段階、職務の級などによる加算措置あり

(単位：月分)

期末勤勉手当

６月期支給率(勤勉手当)

期末手当合計 2.90
勤勉手当合計 1.45

６月期支給率(期末手当) 1.35
0.725
1.55

23.5
30.55

自己都合
勧奨・定年

47.5
59.28
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

※　それぞれの状況は、平成20年１月１日現在のものです。

(1)　一般職員の勤務時間の状況
一週間の正規
の勤務時間

(2)　休暇の状況
種　類

年次有給休暇

療養休暇（有給）

骨髄移植
ボランティア
結婚
生理
出産(産前)
出産(産後)
育児時間
定期検診
つわり
出産補助
出産時養育 ５日以内の期間

( 子の看護
有 服忌
祭日
給 夏期）

リフレッシュ
介護休暇(無給)
組合休暇(無給)

(3)　育児休業等の状況
種　類

育児休業
部分休業

区分

17:30

19:00

12:00～13:00

13:00～14:00

通常勤務

遅番勤務

8:30

10:00

開始時刻 休憩時間

子が３歳に達する日まで

取得可能日数

必要と認められる期間
１年につき５日以内の期間
７日間
２日以内の期間

①　公務上もしくは通勤における負傷もしくは
　疾病による場合　必要と認められる期間
②　①以外の負傷又は疾病により療養を要する
　場合
　ア　結核性の疾病　１年以内
　イ　成人病と認められるもの等　270日以内
　ウ　その他の負傷又は疾病　90日以内

在職期間20年および30年の年度内に３日間

特

別

休

暇

　職員の勤務時間・休暇については市の条例・規則で定められており、ここでは
そのうち主なものを掲載しています。

40

１年につき20日

出産の翌日から８週間を経過する日までの期間

１日を通じて90分以内
１月につき１日

２日以内の期間(第２子は４日まで)
10日以内の期間

終了時刻

子が小学校に入学する前までの間、一日を通じて２時間以内

取得可能日数

産前８週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内

１日
６月から９月までのうち５日

６月以内で必要と認められる期間

１年につき30日

親族に応じた日数　例）配偶者10日、親および子７日
１年につき６日以内の期間
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４　職員の分限および懲戒処分の状況

(1)　分限処分件数 (単位：件)
降任 免職 休職 降給 計
0 2 38 0 40

※　件数は、平成19年度中に発令したもの。

(2)　懲戒処分件数 (単位：件)
戒告 減給 停職 免職 計
0 0 2 0 2

※　件数は、平成19年度中に発令したもの。

　分限処分とは、職員が疾病等のためその職責を果たせない場合などに、公務能率の維
持を目的として行う不利益処分(降任・免職・休職・降給)をいいます。
　懲戒処分とは、職員が法令に違反した場合などに、公務における規律と秩序の維持を
目的として行う不利益処分(戒告・減給・停職・免職)をいいます。

５　職員の服務の状況

(1)　平成19年年次有給休暇取得状況 (単位：日)

総付与日数
A

総使用日数
B

使用率(％)
C(B/A*100)

対象職員数(人)
D

一人当たりの
平均使用日数
E(B/D)

134,080 39,029 29.1 3,471 11.2
※　総付与日数には、前年からの繰越を含む。

(2)　平成19年度育児休業等取得状況 (単位：人)
育児休業 部分休業

男 6 0
女 68 2

　ここでは、平成19年中における職員の年次有給休暇の取得状況および平成19年度中における育
児休業の取得状況を掲載しています。
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６　職員の研修および勤務成績の評定の状況

(1)　平成19年度に実施した研修の状況
　ア　自主研修 (単位：人)

人数 備　　　考
-
-

　イ　部局研修 (単位：件)
件数 備　　　考

　ウ　研修所研修 (単位：人)
人数 備　　　考

基本研修 市政の仕組み、接遇、倫理、
ＯＡ操作技法、体験学習　等

行政法 34
地方公務員制度 30
地方自治制度 28
地方税・財政制度 28
法律概論 27 法律の基礎知識
民間企業体験 28 ﾍﾞｰｼｯｸﾏﾅｰ､実務体験　等
接遇(ｸﾚｰﾑ対応) 38
中堅職員 30 問題の発見・解決技法　等
ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ研修 20 キャリアプラン作成

45 倫理、仕事の改善、自己啓発　等
技能員研修 26 市政の仕組み、ＯＡ技能　等

12 対人能力育成、ＯＪＴ　等
111 顧客満足、ＣＳ行政　等
33 仕事の管理、部下指導　等

課長補佐研修 51 ビジョン・行動計画の策定、実践、検証　等
49 ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修
25 管理者の役割、問題解決　等
30 リスクマネジメント
18 リスクマネジメント
191 自殺予防対策と市町村の役割について
1 市政の仕組み、接遇、ＯＡ操作技法等

選択研修 38
43
16
34
22 コーチングスキル
30 地方自治と分権改革、条例制定権の範囲
33 例規の制定改廃、法令審査
20 法律概論、民法、行政法、行政手続法
35 ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの基本的知識
29 ヒアリング、クレーム対応、説得
42 ｱｻｰｼｮﾝとは、職場に生かすｱｻｰｼｮﾝ等
64 マニュアルの作成および活用法
29 わかりやすい文章の構成、表現、等
25 ＣＡＬＳ／ＥＣについて

建築技術職員研修 12 設計法の変遷と部材耐力の考え方
嘱託・臨時職員研修 198 接遇・市民ｻｰﾋﾞｽの基本、倫理
人事評価制度評価者訓練 84 人事評価制度の意義、評価の仕方　等

26 接遇
93 CSのポイント、職場の接遇改善　等
48 裁判員制度
「壁を壊す」「破綻防止と自治体の自立」

「青年海外協力隊活動報告会」

派遣研修 4
2
26
3
8

海外派遣研修 3
8 公務員倫理、ＯＡ
111
9 NOMA等

政策法務研修
法制実務研修

技能員接遇研修

文章力向上研修
技術職員研修

マニュアル作成研修
アサーティブ・コミュニケーション研修

市町村職員中央研修所
東北自治研修所

講師養成

276

トップセミナー

プレゼンテーション研修
交渉力向上研修

アクセス

任期付職員研修

情報化推進研修

エクセル
ホームページ
パワーポイント

ミッションコーチング研修

　職員の研修は、職員に公務員としての使命と責任の自覚を促し、職務の遂行に必要な知識、技能等を
習得させ、その資質および職務遂行能力の向上を図ることを目的としています。

区　　　　　分
通信教育講座
放送大学講座

区　　　　　分

技能主任・技能主査研修
主査研修

市政の課題、政策課題の企画・立
案、プレゼンテーション　等

43
21部局で実施、おおむね１部局２
～３分野を実施

区　　　　　分

部局研修

新規採用職員研修 19

次長研修

技能職員研修

主席主査研修

課長研修

一般職員研修
基礎研修

応用研修 59

全国建設研修センター

その他

実務に役立つ法律概論

国等
自治大学校

保育士接遇研修

講演会・その他
法律セミナー

講演会

秋田県自治研修所
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(2)　勤務成績の評定の状況

　　勤務成績の評定については、主席主査以上の職員について年１回各所属長を通じて行い、人事異動
　における職員配置や昇任・昇格などの人事管理に活用しております。

７　職員の福祉および利益の保護の状況

　労働安全衛生法第66条の規定に基づき平成19年度に実施した健康診断のうち、主なものの
受診状況、平成19年度に発生した公務災害の件数および秋田市職員互助会の状況等を掲載し
ています。

(1)　健康診断等の状況 (単位：人)
受診者数

定期健康診断 2,214
胃部検診 796
大腸がん検診 103
婦人科検診 68
ＶＤＴ作業従事者検診 138

(2)　公務災害の発生状況 (単位：件)

認　定 不認定 継続審議
27 26 1 0
5 5 0 0

(3)　秋田市職員互助会の状況

　　秋田市職員互助会では、秋田市職員の共済制度に関する条例に基づき職員の相互共済お
　よび福利増進を目的とする事業を行っています。
　　平成19年度の状況は、補助金の削減を行った結果、下表のとおりとなっています。平成
　20年度においてはさらに補助金の削減を図っています。

会員数
金額
掛金率

市補助金 金額

主な事業内容

(4)　職員の利益の保護の状況

　　職員の生活および身分の安定を通じて公務能率の増進を図ることを目的として、経済的
　利益と身分上の利益を保護するために、公平委員会に対して勤務条件に関する措置要求お
　よび不利益処分に関する不服申立てを行うことができることとしています。
　　平成19年度においては、勤務条件に関する措置要求および不利益処分に関する不服申立
　ては、いずれもありませんでした。

福利厚生施設(売店、食堂等)
生命・損害保険、火災共済

長期在会給付
カフェテリアプラン
スポーツ部活動補助
生活資金貸付

申　　請

区　分

公務災害

各種慶弔給付、見舞金等

通勤災害

会員掛金

3,430人
106,352千円

給料月額×7.5/1,000
44,740千円
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８　公平委員会の業務の状況

(1)　勤務条件に関する措置要求の状況 (単位：件)

(2)　不利益処分に関する不服申立ての状況 (単位：件)

区分

分限処分
懲戒処分
その他
計 0

平成20年3月31日現在
継続件数

0
0
0
0

平成19年度中
処理件数

0
0
0

0

平成19年度中
不服申立て件数

0
0
0
0

平成19年3月31日現在
継続件数

0
0
0

　公平委員会は、職員によってなされた勤務条件に関する措置要求および不利益処分に関する不服申立てを審査
し、並びにこれについて必要な措置を講ずる機関です。

平成19年度中
処理件数

0

平成20年3月31日現在
継続件数

0

平成19年3月31日現在
継続件数

0

平成19年度中
措置要求件数

0


